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注1）　本様式全体が1ページに収まるよう作成してください。

注2）　自己評価による達成度（５～１）は非公表項目とし，組織目標評価結果を公表する際に消去します。

関連する
中期計画の番号 センター・機構等業務における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

　人材・知・資金の好循環によるイノベーションエコシステムを構築するため、以下を実施する。
1　研究IRの実施や国際研究拠点・次世代研究拠点の形成などにより、TOP10％論文数を第3期末
比4％、国際共著数を第3期末比6％増加させる。【学術研究推進本部】

2　PDCAサイクルに基づいた産学連携活動の推進により、共同研究契約1件当たりの金額を増加さ
せ、共同研究による外部資金獲得額を第3期末比15％増加させる。【産学官連携本部】医療ヘルス
ケア領域における大型共同プロジェクトのマネジメントなどにより、同領域の外部資金獲得額を第3
期末比15％増加させる。【医療系本部】また、知財マネジメント体制を構築し、年間知財収入平均額
を第3期末比15％増加させる。【知的財産本部】

3　若手研究者支援パッケージやOU-SPRING事業の実施等により、大学院博士後期課程学生の生
活費相当額受給率を65％にし、若手研究者の論文数第3期末比23％増加させる。【学術研究推進
本部】

4　スタートアップ創出数（累計）を昨年度末比5社増加させる。【スタートアップ・ベンチャー創出本
部】

5　・第１線のリスクマネジメント活動（研究インテグリティ、安全保障輸出管理、ABS、利益相反、研
究倫理等）において、適切なリスクアセスメント技法を用いて、高いリスクカルチャーを維持しながら
リスクマネジメントプロセスを７０％の精度で回すとともに、第２線のリスク管理を担う部門として、第
１線である各本部におけるリスクマネジメント活動を支援する。
　・2025年度開設のERM全学運営組織への業務移管にかかる業務の整理調整を、関係各部署と連
携して全学で推進する。
　・高度ナレッジワーカー育成のため、テーマごとに月1回の頻度で、リスクマネジメントに関する教
育研修を充実し、自律的にリスクマネジメント活動ができる職員と、それを支援し、結節点となる管
理者の育成をすすめる。
　・研究公正ポータルサイトの作成等を通じて研究公正体制の充実させる。【価値創造統合リスクマ
ネジメント本部】

(8-1)

(8-2)

(9-1)
(9-2)

(1-1)

(コンプライアン
スに関する計

画)

1　国際共著論文数は目標を達成し、第3期末比9％増加させた。Top10%論文数の増加率は101.2%であり、
目標を未達成であったため増加に取り組む。拠点形成や競争的資金獲得を引き続き支援することで質の
高い論文数を増加させる。また、APC支援制度を継続することでQ1ジャーナルへの投稿を促し、Top10%論
文数の増加を後押しする。国際共著論文の増加は、Top10%論文の増加と相関があるため、これらの取り組
みにより目標達成を図る。【学術研究推進本部】
2　・PDCAサイクルに基づいた産学連携活動の推進により、共同研究契約1件当たりの金額をR５年度の
1,563千円から1,663千円に増加させ、共同研究による外部資金獲得額を第3期末比で18％増加させた。
（R3年度契約額530,508千円、R6年度契約額628,632千円）(R6/3/14現在)【産学官連携本部】
　・医療ヘルスケア領域におけるマネジメントなどにより、シーズの発掘育成、企業出資型医師主導治験・
特定臨床研究や、企業への導出を目指した医師主導治験を実施した。同領域の外部資金獲得額は第3期
末比120％であった。AMED医療機器補助事業のR6年度新規採択を受け、異分野融合型研究や医療機器
開発人材育成を進めた。また橋渡し研究部、ベンチャー創出本部と協働し、医療系スタートアップの創出を
マネジメントした。　【医療系本部】
　・知財マネジメント体制を構築し、年間知財収入平均額を第3期末比44%増加させ、目標（15%増）を大幅に
上回った。　【知的財産本部】
3　JST 次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）の採択により、博士後期課程学生支援数を60名か
ら90名に拡大、支給する生活費相当額も増額した。また、JST国家戦略分野の若手研究者及び博士後期
課程学生の育成事業（BOOST）の採択により、次世代AI分野の博士後期課程学生2名の支援枠も獲得し
た。その結果、大学院博士後期課程学生の生活費相当額受給率は68%になった。また、若手研究者支援
パッケージにおける研究教授・研究准教授等への支援制度やAPC支援制度等の実施により、若手研究者
の論文数増加を支援し、目標値を達成した（第3期末比31%増加）。　【学術研究推進本部】
4　大学発ベンチャー企業について、過去分の掘り起こしと新規起業の促進につとめ、スタートアップ創出数
（累計）を75社と昨年度末比10社増加させた。【スタートアップ・ベンチャー創出本部】
5　・第１線のリスクマネジメント活動（研究インテグリティ、安全保障輸出管理、ABS、利益相反、研究倫理
等）において、適切なリスクアセスメント技法を用いたリスクマネジメントプロセスを遺漏なく実施した。実際
の事態管理（インシデントマネジメント）については、第２線のリスク管理を担う部門として、主に管理本部の
依頼を受けて助言を行い、各本部におけるリスクマネジメント活動を支援した。
　・2025年開設のERM全学運営組織については、価値創造ナレッジメントマネジメントオフィスで設置した、
「ERM・内部統制検討コア」において、2月に「ERM・内部統制に関する提言」の取りまとめに参画し、全学会
議において報告を行った。本ERM本部で所掌する研究セキュリティを含めたリスクマネジメント活動は、ス
リー・ディフェンスラインのうち、第2線として実際のリスクやインシデントに対峙することとなった。
　・リスクマネジメントに関する教育研修については、4月および5月にERMに関する基礎研修を実施し、
ERMの意義、基本的な考え方、マネジメントプロセスの浸透を図った。その後は、いくつか発生した事態管
理の中でOJTの形で関係職員に指導助言を行った。別の課で企画・実施した「組織を活性化するエンゲー
ジメント向上研究」において、自律的人材と結節点となる管理者の育成に繋げた。
　・研究公正ポータルサイト作成に向けて掲載内容の検討を開始した。研究倫理教育の受講を徹底するた
め、研究倫理教育の強化月間を実施し、研究不正のない研究風土醸成に取り組んだ。【価値創造統合リス
クマネジメント本部】

⑤センター・機構等業務

関連する
中期計画の番号 管理運営領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

1　イノベーションマネジメントコア（IMaC）と密接に連携し、アジャイル型のプロジェクトを編成して大
型外部資金の獲得に取り組むとともに、事業獲得後は管理・運営を行い、事業を推進し、中期計画
の目標を達成する。そのために、新機構設立に伴うIMaCの諸規則改正を上期中に行い、新機構と
の役割分担を明確にし、業務効率を上げる。また新機構は本部数が増加し、かつ業務が増加したた
め本部数減を含めた組織の最適化を実施する。さらに研究系関連組織との有機的な連携を促進す
る。【機構全体】

(8-2) 1　イノベーションマネジメントコア（IMaC）と密接に連携し、アジャイル型のプロジェクトを編成して大型外部
資金の獲得に取り組み、以下の成果を上げた。
　・内閣府「令和６年度地域中核大学イノベーション創出環境強化事業」に採択（事業期間：２年間、事業規
模２億円）
　・JST「大学発新産業創出基金事業スタートアップ・エコシステム共創プログラム（START）」PSI・GAPファ
ンドステップ２に１件採択（事業期間：３年間、事業規模：６千万円）
　・トヨタ財団「2024年度 特定課題 人口減少と日本社会」に採択（事業期間：3年間、事業規模：1千万円）
また、新機構設立に伴うIMaCの諸規則改正には至っていないが、一年をかけて本部数の最適化を検討し、
組織の見直しを図った。【機構全体】

④管理運営領域

関連する
中期計画の番号 社会貢献（診療を含む）領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

1　デジタル田園都市国家構想やJ-PEAKSの進展を念頭において、自治体、経済界との連携による
地域課題の解決に向けた活動の展開を行う。また、学生の地域活動への参画をSDGsを念頭に継
続させ、社会貢献へ繋げてゆく。その活動から経済界、企業、自治体との関係を深化させて、課題
の発見や共同研究などのきっかけづくりを重視した展開をこころがけ、産学官連携本部につなぐ道
筋をつける。【地域共創本部】

2　新規に設立する「おかやまデジタルイノベーション創出プラットフォーム」などの活動を通じて30以
上のプロジェクトを実施し、地域企業・自治体等のDX化及びDX人材の育成を支援する。【産学官連
携本部】

3　コアファシリティポータルを通じた研究機器の学外利用料獲得額増加率を第3期末比180％とす
る。また、コアファシリティポータル（CFPOU）における学外利用促進のためのPR活動や、会計処理
業務のさらなる高効率化を通じて、学内外の利用を促進する。【機器共用推進本部】

(1-1）

（1-１）

(12-2)

1　・岡山県、岡山市他多数の自治体において、まちづくり計画の策定に関わった。特に、子育て支援のま
ちづくり、公共交通、賑わいづくりに関するテーマで、学生の参画を通じて、社会貢献を進めている。
　・デジ田構想における吉備中央町住民のWell-being向上の取組を支援した。保健学研究科との連携の検
討及び社会文化科学研究科の教員によるワークショップや講習会を実施した。
　・ダイバーシティ＆インクルージョンフォーラム in OKAYAMA2025を新規に企画・開催。岡山を「福祉の聖
地」にするため岡山で活躍する企業から専門家等を招き、講演やパネルディスカッションを行うとともに、本
学での取組を紹介する機会にもなった。
　・岡山県実施の「地域に飛び出せ大学生！おかやま元気！集落研究・交流事業」の採択、美作国との包
括的連携・協力に関する協定に基づき、地域が抱える課題の整理や解決策の提案などを行った。具体的
には、県内大学への進学を促進するため、県北地域の高校生・中学生を本学に招いて「美作国DAY in 岡
山大学」というプログラムを部局との協働により実施した。特に、教育学部においては受講者が、教育学部
「岡山県北地域教育プログラム」に一定数入学しており、その成果を上げている。加えて、県北地域の重要
な課題である「地域包括医療活動と地域モビリティ」について講演会を開催し、地方自治体及び経済界から
約１００人の参加者があった。　【地域共創本部】
2　５月に設立した「おかやまデジタルイノベーション創出プラットフォーム」（OI-Start）において、「岡山県 企
業と大学との共同研究センター」と連携し、30のプロジェクトを実施し、地域企業・自治体等のDX化及びDX
人材の育成を支援するとともに、参画機関を１１０機関に拡大（2025/3/14現在）し、産学官連携基盤を強化
した。【産学官連携本部】
3　クライオ電子顕微鏡による学外利用料獲得をはじめ、昨年度まで学外利用をしていなかった装置が学
外利用を始めたことにより、研究機器の学外利用獲得増加率は目標を大きく上回り、第３期末比551％を達
成した。また、研究設備の修理費及び消耗品費を支援する「ReGAIN」事業によるコアファシリティの利用促
進や、SPring-8ワークショップによる学外利用促進のためのPR活動を行った。【機器共用推進本部】

③社会貢献（診療を含む）領域

関連する
中期計画の番号 研究領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

1　これまで展開した学都やSDGsに関する研究の蓄積を活かして、国内外の研究者と連携して、岡
山県における学生等の地域参画事例や大学・地域・イノベーションに関する調査を進める。具体的
には、アメリカやフランスの研究者が参加した共同研究、および、金沢大学と熊本大学と連携した三
都市シンポジウムに参画する。
令和６年度は、行政や地域団体と連携し、学生と共に奈義町の子育て支援のまちづくりなどについ
て調査を行う。【地域共創本部】

(3-1） 1　スタンフォード大学SPICEプログラム担当のナタリー・モンテシノ氏と論文を執筆し、日米のまちづくりに資
する活動を実施した。ストラスブール大学のミシェル・クベル教授と共に、共同で地方政治の分析を行い、
学内で研究会を開催した。三都市シンポジウムでは、参加地域の地域団体や学生と連携し、中心市街地
活性化に関する課題を公共空間の再生から論じた。フランス・パリで実施されたHESPRI Workshopに参加
し、岡山大学の活動を講演。また、ESDに関連する情報収集や意見交換なども行った。奈義町子育て支援
のまちづくり調査に協働し、東京大学、日本女子大学の研究者と共に多角的な分析を基に、奈義町SDGs
のつどいにて、研究発表を行った。高度外国人材の活用に関する研究を実施するため、県内企業について
留学生の岡山県内就職（地域定着）等に関する調査を行った。その結果は、大学の国際化によるソーシャ
ルインパクト創出支援事業の申請に活用され事業採択に繋がった。　【地域共創本部】

②研究領域

関連する
中期計画の番号 教育領域における目標・取組の達成状況及び新たに生じた課題等

1　実践型社会連携教育プログラムについて、主担当の教育推進機構と連携し、教養教育科目を中
心に、SDGｓとの関係性を重要視した教育活動を展開する。また、CLSプログラムに参加する学生等
のサポートについて、これまでの実績を活かしつつ、地域共創本部の視座から推進する。【地域共
創本部】

（1-2） 1　教養教育科目岡山まちづくり論等で、地域と連携した教育プログラムを展開した。また、日本人学生と留
学生を対象に、持続可能なコミュニティ形成に関するフィールドワークを矢掛町で実践し、矢掛町ではのべ
１００名以上の学生がフィールドワークに参加し、まちづくりの交流にもつながった。本年度に来学した、
CLSプログラムの学生に、本学でプログラム終了後も継続的に本学で研究を行いたいとの希望を聞いたた
め、その方法の一つとして、フルブライト奨学金に関するセミナーをグローバル人材育成院の毛利准教授と
実施した。　【地域共創本部】

①教育領域

目　標 目標の達成状況（成果）及び新たに生じた課題への取組
（部局での検証とそれに対する取組）

組織目標評価報告書（令和６年度）

部局名： 研究・イノベーション共創機構 部局長名： 那須　保友


